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令和元年 10 月 15 日付鳥取県公報号外第 48 号別冊（５分冊の５） 

 
平成２９年度包括外部監査結果に基づき講じた措置等 

第１ 子育て応援課 

監査結果 講じた措置 

１ とっとり婚活応援プロジェクト事業 

ア とっとり出会いサポート事業（「えんトリ

ー」の運営） 

ａ 事業の有効性について【意見】 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）では、えんトリーに

よる成婚数を80組（H27～H31年度）と設定しており、

平成29年3月31日時点で24組の成婚があったとして

いる。しかしながら、実際にはえんトリーの会員同

士による成婚数は半数の12組であり、残りの12組は

会員と非会員による成婚である。 

具体的に見てみると、ＫＰＩでは、『１対１の出

会いの場「とっとり出会いサポートセンターえんト

リー」による成婚数』を80組と設定しており、マッ

チング事業以外を事業成果に含めているとは考え

られない。そもそも単独事業として予算計上がなさ

れている以上、個別の業績評価指標が必要であり、

そうした観点からも、純粋なえんトリー事業だけで

の業績評価を行い、運営実態を精査する必要がある

と思われる。 

また、えんトリーの立上げ当初、入会登録料を1

年間に限って無料にしており、平成28年12月末時点

では967名もの登録者があったが、有料となる更新

手続きを行わない会員が多数にのぼり、平成29年3

月31日時点で会員数が523人にまで激減したとのこ

とであった。登録料に比して、事業の魅力を感じな

かったこと等、そこには今後の事業運営を見据えた

上で、重大な問題があったと考えられ、本来であれ

ば、アンケートをとるなどしてその原因を分析し、

今後の改善に繋げていくべきであったが、そうした

対応はなされていない。 

この他、平成28年10月に実施された「鳥取県の政

策に関する県民意識調査」では、えんトリーの認知

度は23.9％であり、制度自体の周知不足の課題も挙

げられる。 

こうした現状を考慮すると、現時点では少子化対

策の事業として、本事業が有効に機能しているとは

言い難い。今後、情報発信の強化に努めるとともに、

改善を積み重ねて制度の使いやすさや魅力を高め、

より多くの人たちが会員登録してこのマッチング

システムを利活用していくことが望まれる。（20ペ

ージ） 

 

 

 

 

ＫＰＩの『１対１の出会いの場「とっとり出会

いサポートセンターえんトリー」による成婚数』

80組は、先行県の実績値を参考に人口比率等で

算出したもので、会員同士の成婚組数に限定せ

ずに設定していたものである。 

監査意見を受けて、会員同士の成婚数をＫＰ

Ｉに設定するため、既存のＫＰＩ「えんトリーに

よる成婚数80組」に「（うち会員同士40組）」を追

記したほか、出会いの機会の創出がえんトリー

の設立趣旨の１つであることからマッチング事

業の評価指標として「お引合せ成立組数延べ

1,600組」を新たにＫＰＩとして設定した。 

また、情報発信の強化について、企業による結

婚を応援する取組を促進するため普及員をえん

トリーに配置し、企業訪問を強化することで認

知度向上に取り組み、平成30年12月末には会員

数が685人となり平成28年度末から162人増加し

た。平成30年度には、次の取組を中心に更なる魅

力向上を図った。 

（１）事業所等との連携によるＰＲ 

男女の偏りが大きい事業所等を個別訪問

し、えんトリーのＰＲを実施した。（各消防局

で実施したほか、医師会、看護協会等に対し働

きかけている。） 

（２）ＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービ

ス）での情報発信 

平成29年度からＳＮＳのアカウントを開設

し、個人に対してイベント情報を発信してい

る。成婚者やカップルの生の声を掲載するな

ど婚活中の方の興味を引く記事を配信し、え

んトリーの魅力をＰＲした。 

（３）効率的な相手探し（ビッグデータシステム

の導入） 

自身に合った相手をさらに効率的に検索で

きる「ビッグデータシステム」を導入し、えん

トリーのお引合せ成立数・交際成立数・成婚数

の増加を図った。 

（４）広域的縁結び（島根県システムとの連携） 
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監査結果 講じた措置 

平成30年10月に島根県が導入したマッチン

グシステム「しまコ」を、えんトリーと連携さ

せ、平成30年12月から県境を超えた広域的な

出会いを支援している。 

ｂ 事業の効率性について【意見】 

事業の費用対効果について検証するため、国が収

集した他県での活動状況「結婚支援センターの設置

状況」の提供を受け、費用対効果の測定を目的に検

討したが各県のセンター設置年度の違いから県民

の周知度の濃淡及び測定値の考え方の差異もあり、

事業費と成婚数との相対的な比率など、単純に比較

検討するにいたらなかった。しかしながら、税金を

原資とした当該事業の目的は、結婚という最も個人

的な問題をテーマとしていることから、税の使われ

方及び公共性という観点から今後においても注視

していく必要がある。（21ページ） 

 

事業内容自体が、結婚支援という費用対効果

の分析が困難な内容であるが、ＫＰＩ値の設定

や会員数の把握など、可能な限り事業の指標化

及び見える化を進めることで、事業効果の把握

と公共性の確保に努めることとしている。 

また、県の事業に対するスタンスを受託者と

共有し、効率的で公共性の高い事業実施となる

よう、引き続き受託者に対して指導等を行って

いくこととしている。 

ｃ 受託者の支出する経費（再委託に係る）に

ついて【指摘事項】 

 また、一般社団法人鳥取県法人会連合会への委託

料については、実績報告書により、その使途につい

て検討を行い、更に、とっとり出会いサポートセン

ター（鳥取センター）へ臨場し施設及び設備等につ

いても聴取確認した。その支出のほとんどがとっと

り出会いサポートセンターの事務所及びシステム

等の維持管理に係る固定費となっており、明らかに

不自然な支出は認められなかったが、システム管理

費のうち、毎月継続的に支出されるえんトリーブロ

グ・ホームページ解析費（平成28年11月以降毎月

54,000円）については契約書等が作成されていない

為、委託内容の目的、仕様及び報告様式等が不明確

であった。また、データ解析の頻度（毎月である必

要性）及びその活用による効果についても検証が出

来ていない。当該支出のように継続的に支出される

ものについては、契約書を締結するのは当然なが

ら、その支出金額の妥当性、役務提供の内容及び活

用方法についても明確化するよう指導すべきであ

る。 

次にえんトリー入会者調査及び集計・分析業務に

ついても同様に契約書が締結されておらず、業務仕

様の具体的内容、報告書の形式及び引き渡し日等に

ついて確認することが出来なかった。 

当該事業の委託者である鳥取県は、受託者である

一般社団法人鳥取県法人会連合会との間で締結し

たえんトリー（とっとり出会いサポートセンター）

運営業務委託契約書第10条（再委託の禁止）の中で、

委託業務の一部を再委託する場合は翻訳、通訳の

 

 

県の承認を要する再委託に対する認識が不十

分であり、必要な承認手続を行っていなかった

ものである。 

監査指摘を受けて、平成30年度から軽微なも

ので承認が不要な再委託を再整理して契約書に

明記するとともに、軽微なもの以外で再委託す

る場合は委託契約書第10条により事前に県の承

認を要することを改めて受託者に徹底した。 

また、契約書の作成と再委託の目的、成果等に

ついても十分確認し、適正な再委託であるか審

査を行うこととした。 
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監査結果 講じた措置 

類、印刷物のデザイン、パソコンのリースや会議室

の借上げ等の軽微なもの以外については、鳥取県の

承認を得ることが求められているが、上記ホームペ

ージの解析及びアンケートの集計分析業務につい

て適正に鳥取県に承認を得ているかは疑問である。

（21ページ） 

イ 結婚に向けた出会いの機会等創出事業 

ａ 補助金の交付目的について【意見】 

 本事業は、市町村が開催する婚活イベント等の経

費を県が一部助成するものである。子育て王国とっ

とり条例及び子育て王国推進指針では、県と市町村

等が連携協力に努めながら支援等を行っていくこ

とが求められているが、本事業はまさに市町村との

連携協力を図った事業である。 

事業の実施主体は５市町で、51組のカップルが成

立した。事業を通じて多くのカップルが誕生した

が、県としては、このうち何組のカップルが成婚へ

と繋がっていくかが重要な問題である。この点につ

いて県の担当課に確認したところ、「カップルによ

っては連絡が取れなくなったり、イベント主催者か

らの追跡を嫌がる方がおられるため、その後の追跡

調査ができておらず不明」とのことであった。しか

しながら、補助金交付要綱第2条の交付目的には、

「県がその必要経費の一部を助成することにより、

少子化の要因の一つである未婚化、晩婚化の進行に

歯止めをかけることを目的とする」と規定されてい

る。したがって、補助金を通じて最終的には成婚へ

と導き、未婚化、晩婚化の進行に歯止めをかけるこ

とが補助金の真の目的であると思われる。 

また、当該補助金は平成27年度から実施され、平

成28年度及び平成29年度も引き続いて予算計上が

行われている。このように毎年度の継続事業である

にも係らず、アンケート分析等、事業の効果検証は

何ら行われていない。この点についても県の担当課

に確認したところ、「事業の数も多く、日々の業務

に追われてそこまで手が回らない」とのことであっ

た。 

以上のことからすると、本事業は補助金の交付手

続きに終始し、本来の事業目的が満たされていない

と考えられる。個人情報の問題等、確かに難しい面

があるとは思われるが、やはり成立したカップルを

中心に、市町村と連携を図りながらその後のフォロ

ーアップを行い、成婚へと繋げていく取組みが必要

ではないだろうか。 

補助金を支給するだけではなく、そうした取組み

が子育て王国とっとり条例や子育て王国推進指針

 

 

市町村実施事業に対する支援及び補助である

ため、その成果把握も基本的には市町村の業務

と考えていたため、十分な事業フォローができ

ていなかったものである。 

監査意見を受けて、市町村との連携を強化し、

イベントで成立したカップルにえんトリーで実

施している「結婚を考えるカップルのためのサ

ポートセミナー」等を案内し、その後のフォロー

に活用するとともに、イベント実施後から定期

的に成婚数の把握に取り組んでいただくよう依

頼した。 

 また、補助金交付要綱を改正し、事業による参

加者の意識変容を調査するとともに、成婚数の

把握を努力義務とし、実績報告書提出後に成婚

を把握した場合にはその都度県へ報告してもら

うこととした。 
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監査結果 講じた措置 

で要請されている本来の市町村との連携協力の在

り方であり、また、そこでの成婚実績が本補助金の

真の目的であると思われる。（23ページ） 

ｂ 実績報告書の記載について【意見】 

八頭町の結婚に向けた出会いの場と創出を図る

事業補助金の実績報告書によると、所要事業費の合

計額374,191円が補助対象費となっているが、当該

自治体から提出された実績報告書及び別紙の添付

様式では、その他の収入の記載は無く、参加料の有

無とその具体的使途及びイベントにおける委託料

等の経費内訳は記載されていなかった。なお後日、

提出された八頭町保管の諸資料により、支出内容の

検討した結果、補助金の交付に問題は認められなか

った。もとより、当該補助金の交付要綱によれば、

補助対象経費の範囲について具体的に規定されて

おり、補助対象事業の具体的な支出内容が記載され

ていない実績報告書は記載不備と言わざるを得な

い。担当課では、補助金交付事業であることを鑑み、

実績報告書の検査において、補助対象経費の判定に

おける諸資料の提出や事業全体の収支の記載を補

助対象者に求める必要があることから、実績報告書

の適正な記載について指導されたい。（23ページ） 

 

市町村実施事業に対する支援及び補助である

ため、事業執行の確認は市町村が適切に執行し

ていると考えていたため、委託料の使途及び内

容について詳細な部分までは把握していなかっ

たものである。 

監査意見を受けて、意見の内容を所属内で周

知し、事業内容等の詳細についても把握するよ

う徹底した上で、今後は事業内容詳細等が分か

るよう実績報告書の適正な記載を指導し、必要

に応じて追加資料の提出を求めることとした。 

エ 婚活イベント開催助成事業 

ａ 目的数値である成婚数の把握について

【意見】 

「イ 結婚に向けた出会いの機会等創出事業」で

の「意見」と同様に、本事業でも32組のカップルが

成立しているが、その後の追跡調査ができておら

ず、状況把握はなされていない。この補助金交付要

綱第２条の交付目的にも、「必要な経費を助成する

ことにより、少子化の要因の一つである未婚化、晩

婚化の進行に歯止めをかけることを目的として交

付する」と規定されている。したがって、事業後の

フォローアップを行い、成婚へと繋げる取組みを検

討していくことが必要であると思われる。 

また、当該補助金は平成25年度から毎年度実施さ

れており、特に今年度においては、よりマッチング

効果を高めることを目的として、新たに「趣味」や

「学び」と関連づけたイベント等を実施する団体に

も補助金を交付することとしている。この新要件の

補助金は１団体当たり３回まで補助が受けられる

ため、他の要件の補助金よりも高額な支給となっ

た。しかしながら、交付目的や支給金額に反して、

カップル成立数が他の要件支給のものを下回る結

果となっている。この新要件の補助金は、２団体に

対して、それぞれ526,000円と533,000円が支給され

 

 

 

 未婚男女に出会いの機会を提供し、結婚にも

つながるカップル成立を事業成果と捉えていた

ため、事業後のフォローアップが不十分となっ

ていたものである。 

 監査意見を受けて、補助金交付要綱を改正し、

実績報告書提出後に成婚を把握した場合にはそ

の都度県へ報告することを義務化するととも

に、イベント参加による婚活への意欲増加も目

的の一つであることから、事業による参加者の

意識変容を調査することとした。 

 また、カップル成立率が高い、費用対効果が高

い、出会いの機会の創出だけではなく広く波及

効果が期待できる等、優良事例、効果の高い事業

を所属のホームページに掲載して広報するとと

もに、毎年度事業の評価を行い、事業効果の低い

イベントについては、より事業成果を重視して

実施内容の見直しを検討することとした。 
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監査結果 講じた措置 

たが、カップル数は２組と１組に留まった。従来か

らある要件支給のものでは、70,000円の補助金で４

組のカップルが成立するなど、全体的に高い効果が

でている。 

こうした現状を踏まえ、アンケート等で原因分析

を行い、改善策を踏まえた上で翌年度に繋げていく

べきであるが、「イ 結婚に向けた出会いの機会等

創出事業」でも触れたように、事業の効果検証は行

われていない。したがって、平成29年度においても、

新要件での補助金予算は、支給団体数が最大で５団

体から３団体へと縮小はなされているものの、要件

自体は変わっていない。本事業のように同様の事業

に継続して補助金を支給する場合、事業の効果を高

めるために毎年度事業の評価を適切に行い、当該評

価に基づいて翌年度の内容を検討していく必要が

ある。 

この点について、県の担当課へのヒアリングで

は、事業数が多く日々の業務に追われてそこまで手

が回らないとのことであった。しかしそれが実態で

あるならば、事業数の縮減も視野に業務の見直しを

行い、一つ一つの事業が疎かにならず、適切に事業

成果が上がっていくような体制を整えていくべき

であると思われる。（27ページ） 

２ 地域少子化対策重点推進交付金事業（とっと

り出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ機能充実事業） 

ア 婚活スキルアップ研修開催事業 

ａ  開催規模（人数）に満たない参加者数に

ついて【意見】 

基本的に、イベントの成否については、参加人数

を一つの尺度としてとらえている。当該イベントの

開催における参加者は、各回とも仕様書に定める20

人規模にみたさず、予定する成果をあげたとは言い

難い。定員予定数を下回る参加者となったことの原

因（広報のあり方、イベント内容のあり方）等を更

に分析検討し、費用対効果を念頭に単に開催回数の

実績に満足することなく、参加者ニーズを満たすイ

ベントとなるような企画としていただきたい。（29

ページ） 

 

 

 

 

 

事業のＰＲ不足により予定する規模の参加者

数とならなかったものである。 

監査意見を受けて、早めに事業計画等を固め

て受託者と十分に協議し連携することで、県及

び受託者が以下のように様々なルートを活用す

ることでＰＲ等を強化した。 

また、参加者やえんトリー会員に聞き取ると、

少人数形式、個別相談形式の要望が多いため、平

成30年度は、１回あたりの定員を少なくし開催

回数を増やした。今後も要望等を聞きながら、希

望に沿ったセミナーとなるよう企画を検討する

こととしている。 

 

（１）受託者が行ったＰＲの強化等 

参加者アンケートに基づいたイベント企

画や、市町村、えんトリー協力企業、事業所

間交流事業参加者等に対し広報を強化し

た。 
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監査結果 講じた措置 

（２）県が行ったＰＲの強化等 

婚活イベント情報メール配信システムの

活用、婚活サポーター、包括連携協定企業、

福祉分野の企業・事業所に対する広報を強

化した。 

３ 地域少子化対策重点推進交付金事業（ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝ

を考える啓発ｾﾐﾅｰ等開催事業） 

イ 結婚や出産の基礎知識から学ぶライフプラ

ンセミナー 

ａ 契約書の作成について【指摘事項】 

鳥取県と株式会社Ｒの業務委託契約書は委託料

が3,488,400円であり2,295,994円の減額が行われ

ているが、委託料を減額する変更契約書が作成され

ていない。（34ページ） 

 

 

 

 

 

国の交付決定が遅くなったため、セミナーを

実施してくれる大学等の掘り起しが十分にでき

ず、最後までセミナー開催先の確保にこだわっ

たため、変更契約時期を逸したものであるが、適

時に変更契約すべきものであり、契約書には実

績金額で精算する規定もなかった。 

監査意見を受けて、委託業務が契約どおりに

実施することができないと判明した場合には、

適時に変更契約を行うよう所属内で徹底した。 

また、契約書の記載内容を見直し、契約金額を

上限として実績金額と比較し金額の少ない方を

確定額として精算することとした。 

ｂ セミナー対象者について【指摘事項】 

業務委託報告書の実績によると、２回のセミナー

のうち１回は社会人に対して実施されている。業務

委託契約仕様書では対象者は大学生となっている

にもかかわらず、社会人を対象としたセミナーを行

っている。 

県の担当者の説明では、大学生を対象とする開催

日程が困難であったため、やむなく新卒者を対象者

として判断し社会人を対象とした開催となったと

の説明を受けた。業務委託契約のセミナー対象者を

仕様書に定められている対象者でない者にセミナ

ー行い、開催実績としてカウントすることは単なる

数合わせと言わざるを得ない。セミナーの開催趣旨

及び目的を考えると安易に対象者を変更すべきで

はなく、当該セミナーの開催は実施すべきではない

と認められる。（34ページ） 

 

事業の効果を高めるために新社会人を対象に

加えたものであるが、契約書の仕様と異なるも

のであった。 

監査指摘を受けて、契約内容を軽視して事業

実施することがないよう所属内で指摘内容を周

知徹底した。 

なお、より多くの参加者を確保することで事

業効果を高めるため、平成29年度から仕様を見

直し、対象者を拡大した。 

ｃ 業務完了報告書について【意見】 

業務完了報告書は、平成29年３月31日付で作成さ

れており、添付されている御見積書も平成29年３月

31日で作成されている。 

御見積書は本来の見積書として使用したのでは

なく内訳書として添付してあるとの説明であるが、

大学生を対象に行っているセミナーであるため大

学の講義等に組み込めないことが分かった時点で

 

セミナーの具体的な内容の決定については受

託者と協議していたが、委託業務の仕様につい

て変更契約が必要という認識が不足し、業務完

了日も委託期間最終日としていたものである。 

監査意見を受けて、委託業務が契約どおりに

実施することができないものである場合には適

時に変更契約すること及び委託期間の満了を待
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監査結果 講じた措置 

変更契約書等により業務変更を行うべきであり、業

務完了日を平成29年３月31日とすべきではない。

（34ページ） 

たず適時に業務完了することを徹底した。 

また、県及び受託者が十分情報共有し、事業の

実施内容だけでなく事業の実施スケジュールや

進捗状況についても密に協議を行い、問題が生

じた際には速やかに対応するよう所属内で徹底

した。 

 

ｄ 業務委託の協議について【意見】 

業務委託仕様書の５業務内容(１)セミナー内容

のエ「実施する内容については、県等との協議の上、

最終的に決定すること。」となっており、今後はよ

く協議して業務委託の変更等を行う必要があると

考える。（35ページ） 

４ 子育て応援市町村交付金 

ア チャイルドシート購入助成について【意見】 

３市町からチャイルドシート購入助成事業が計

上されているが、県内では他の市町村でもチャイル

ドシート助成を行っており、対象となるものとして

周知すべきではないかと考えます。（38ページ） 

 

 

市町村交付金をどの単市町村事業に充当する

かは、各市町村が判断しているものである。 

監査意見を受けて、子育て応援市町村交付金

を上限額まで申請していなかった市町村に対し

て個別に充当可能事業を周知した。 

 また、各市町村からの問い合わせに対し、活用

例も併せて紹介するなど、より多くの市町村に

活用してもらえるよう努めている。 

イ 出産祝い金助成金【意見】 

出産祝い金助成金（金銭ではなく記念品等も含

む）も県内では多くの市町村が行っており、対象と

なることを周知すべきだと考えます。（39ページ） 

ウ 事業の周知等【意見】 

今回１町だけ申請していないが、子育て助成とし

てファミリーサポートセンター事業等の対象事業

分野の事業も行っており、交付対象となる事業分野

を明確にすべきだと考える。 

各市町村は独自で行っている事業も多いため抽

象的な事業分野となっていることも理解できるが、

明確な例示等を加えて事業分野を示すべきではな

いかと考える。（39ページ） 

 

10 保育士確保対策支援事業 

ア 事業の周知について【意見】 

実績報告書を確認したところ、福祉人材センター

と連携した求人・求職のマッチングにおける相談件

数について343件、また就職決定数について51件と

記載されていた。 

相談件数については１日当たり平均1、2件程度で

あり、また4,000名以上と想定されている潜在保育

士の数からみて就職決定数51件という数字は、実績

として十分とは言い難い。 

原因として、求職者に本事業が周知されていない

ことが考えられる。 

有効的に事業を行うためにも、本事業の周知を図

られたい。（50ページ） 

 

 

保育士・保育所支援センターの設置及び事業

開始が平成28年４月であり、ＰＲも行っていた

が、初年度であったこともあり周知が浸透して

いなかった。 

監査意見を受けて、受託者から適宜進捗報告

や事業課題を聞き取った上で今後の進め方につ

いて方針協議を行い、県及びセンターが主催す

る研修を広報機会としてＰＲを行う等、県とセ

ンターが連携して事業の周知を強化した。 

 

12 子育てしやすい環境整備促進（企業子宝率調

査）事業 

ア 定量的成果目標の設定について【指摘事項】 
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監査結果 講じた措置 

企業子宝率調査回収率を調査票送付企業の３割

から回答を得ることとしているが、調査票の送付先

を「県内に本社がある常用雇用者10人以上の企業・

事業所」と記載してあるが、送付対象企業の選定方

法は、 

（ア） 女性活躍推進課が所管する「男女共同参画

推進企業」（より優れた子育て支援の取組を

行っている企業の掘起こしを行うため。） 

（イ） 前回調査回答企業（経年変化を観察するた

め） 

（ウ） その他業種ごとの企業数に応じてランダム

に選定 

という説明を担当者から受けた。 

また、調査票送付先企業を1,000社から1,500社に

増やした理由は、「より多くの企業に参加していた

だくため」という説明を担当者より受けた。 

本個別事業は、県内企業の「企業の子育て推進力」

を、「企業子宝率」の数値を用いて調査分析し、そ

の数値の高い企業を周知することで、県内における

ワーク・ライフ・バランス及び子育て支援の取組の

推進、地域住民への普及啓発に繋げることを目的に

掲げているが、送付対象企業の選定方法（ア）及び

（イ）は定量的成果目標の達成を目的としているの

ではないかと考える。 

企業子宝率調査回収率を優先するのではなく、ワ

ーク・ライフ・バランス及び子育て支援の取組の推

進、地域住民への普及啓発を目的とし、「より多く

の企業に参加していただく」という調査票送付先企

業選定方法が重要ではないかと考える。（57ページ） 

ワーク・ライフ・バランスの配慮等による優れ

た子育て支援の取組や継続調査により企業子宝

率が上昇した企業の取組を把握するため、（ア）

及び（イ）の企業を調査対象としているもので、

今後も継続調査することとしている。 

監査指摘を受けて、さらに効果的な事業とな

るよう、単に回収率の向上を目的とするのでは

なく、調査を通してＰＲしたい内容を併せて送

付する等、取組の推進や普及啓発と併せて調査

を実施することとした。 

 

イ 企業を表彰するにあたっての評価方法につ

いて【意見】 

子育て支援に効果的な取組を行っている企業を

表彰することについては、企業の子育て支援のイン

センティブになり理解できる。 

しかし、支援制度が充実している企業に子どもが

多いとは限らず、また、出産を望まない家庭や、望

んでも子どもを授からない家庭もあり、企業子宝率

を示して表彰することは、このような家庭に対して

行政による出産の押しつけになりかねず、企業を表

彰するにあたって、企業子宝率を用いる必要性は特

に感じられない。 

表彰企業の評価方法について、子育て支援制度の

充実度及びその支援制度が実際にどれだけ利用さ

れているか等で評価するなど、再度検討されたい。

（57ページ） 

 

 

県内企業で働く従業員の子育て環境を企業子

宝率という新たな指標を用いて「見える化」する

ことで、県内企業全体の機運醸成等に繋げてい

くことを目的にしているが、表彰企業を選定す

る際には企業子宝率調査のみを判断材料として

いるのではなく、子育て世代への配慮や職場環

境・制度整備等を調査し、企業子宝率が高い企業

でなくても表彰しているところである。 

今後は、企業子宝率調査を行う県の意図や企

業表彰の選定理由などのＰＲを強化し、引き続

き企業の子育てしやすい職場環境整備の機運醸

成を図ることとしている。 

13 男性の子育てしやすい企業支援奨励金  
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監査結果 講じた措置 

ア 事業実施の効果について【意見】 

奨励金支給要領等を閲覧し、事業の有効性につい

て検討を行ったところ、支給実績の少なさから事業

の有効性に疑問を覚えた。 

そこで、事業の有効性及び奨励金の申請件数が少

ない点について担当者に確認を行ったところ「男性

の育児参加推進に取り組む企業へのインセンティ

ブとして、これまでこれらの取組に積極的ではなか

った企業が取組を始める動機付けとして有効性が

あると考えている。」「申請件数が少ない理由として

は、制度の認知不足の他に、男性職員が育児参加休

暇、育児休業を取得してはいるものの、県の申請基

準に満たない企業も多数あるものと思われる。県で

は、平成29年度より、男性の育児・家事への参加の

重要性を、企業経営者、従業員に対して啓発するこ

とを目的とした『イクメン養成キャラバン事業』を

実施予定であり、これらの事業と連携しながら、当

奨励金の周知ならびに取得促進を図っていくこと

としている」とのことであった。県の申請基準に満

たない企業も多数あるとのことだが、平成26年度か

ら平成28年度における支給実績のうち17件が元々

一般事業主行動計画を作成していた企業であるこ

とから、支給要件における「一般事業主行動計画の

策定」が当奨励金の申請のハードルの一つとなって

いることが考えられる。また、一部の企業が何回も

申請しており、この点については、公平性の観点か

ら問題である。 

当事業の目的は理解できるが、現在は事業が有効

的に実施されているとは認められない。当奨励金の

周知を図るとともに一般事業主行動計画の策定に

おける十分なフォローアップをすることにより、当

奨励金の取得促進に努められたい。（60ページ） 

 

企業支援金制度が十分に認知されていない、

一般事業主行動計画の策定の手続が面倒といっ

た印象を持たれていることなどにより、制度の

活用に繋がっていなかった。 

監査意見を受けて、県の働き方改革や男女共

同参画等の会議、イクメン養成キャラバンなど、

様々な機会をとらえて制度のＰＲを行った。 

また、平成30年度から制度を拡充し、奨励金の

名称も変更したことから、チラシの送付や事業

所等を対象とした各種会議を通して制度の周知

を図った。 

なお、一般事業主行動計画の策定等の事務に

ついて、労働政策課などの社会保険労務士の派

遣事業などの活用も併せて制度活用をＰＲする

こととした。 

14 子育てっていいなキャンペーン事業 

ア 事業の効果検証の有効性について【意見】 

業務委託仕様書において事業の効果検証及び重要

業績評価指標については下記のとおりとなってい

る。 

 
事業の効果検証を行い、報告書にとりまとめる

こと。なお、本事業の重要業績指標(ＫＰＩ)は次
のとおりで、その達成状況については報告書に必
ず盛り込むこと。 
・キャンペーンの認知度 80％ 
・県内で子育てをしたい(考えてみたい)、子育て
を応援したいとの意識変容 70％ 

・特設サイトアクセス数：45,000 回 
・本事業をきっかけに、とっとり子育て隊に入隊
した者の数 

 

 

委託業務のＫＰＩの設定に係る検討が不十分

で、指標自体に検討の余地があったと考えてい

る。 

平成29年度以降に同事業は実施していない

が、今後類似する事業で委託業務にＫＰＩを設

定する場合には、どのような指標を設定するの

が適切か、ＫＰＩ未達成の場合の検証方法等に

ついて十分検討することを所属内に徹底した。 
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監査結果 講じた措置 

 (個人)60 人 (団体)14 団体 (企業)600 社 

 

 

また、報告書にとりまとめられた、事業の効果検

証及び重要業績評価指標の達成状況については下

記のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＰＩ達成状況の１から５について「達成」とさ

れているが、その根拠となっている検証結果におけ

るアンケート総数が非常に少なく、事業の効果検証

の有効性については疑問が残る。 

また子育て隊登録者(企業)についてはＫＰＩを

達成できていない。 

有効な事業の効果検証を担保するためにも、アン

ケートの取り方について検討するとともに、ＫＰＩ

を達成できていないものについては理由の報告を

求め、内容を十分に検証するべきである。（62ペー

ジ） 

16 鳥取県保育士等修学資金貸付事業 

ア 督促状の発行について【指摘事項】 

修学資金の返還者６人のうち、未納状態である２

人について、鳥取県の債権管理事務取扱要綱では、

 

 

担当者及び上司が督促状作成について認識が

不十分で督促状発行調書を作成していなかった

〇KPI 達成状況 
 内容 KPI 実績 達成 
１ キャンペーンの認知度 80％ 92％ 〇 
２ 県内で子育てをしたい（考えてみたい）、子育

てを応援したいとの意識変容 
70％ 93％ 〇 

３ 特設サイトアクセス数 45,000 46,972 〇 
４ 子育て応援隊登録者 個人 60 91 〇 
５ 子育て応援隊登録者 団体 14 15 〇 
６ 子育て応援隊登録者 企業 600 236 × 

 
 
 
 
 
 
 

〇検証結果 
１ アンケート調査① 

平成 28 年 10 月 19 日～12 月 19 日の期間において、「みんなで子育て応援キ
ャンペーン」特設 WEB サイト内にてサイト訪問者にアンケートを記入して
もらう形式で実施。 
アンケート総数 72件 

２ アンケート調査② 
「みんなで子育て応援キャンペーン」への認知度を図るアンケートを鳥取
県内の企業へのアンケート用紙に記入してもらう形式で実施。 
アンケート総数：53 件 

３ アクセス数 
調査期間：平成 28年 10 月 19 日～12 月 19 日 
・ネイティブアクセス数   ：21,373 件 
・広告アクセス数      ：25,599 件 
 【広告アクセス数内訳】 
  Yahoo ディスプレイ広告 ：2,529 件 
  Google ディスプレイ広告 ：2,731 件 
  Facebook 広告      ：20,339 件 
・合計アクセス数      ：46,972 件 
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監査結果 講じた措置 

「公法上、私法上の債権を問わず、納期限後20日以

内に、督促状発行調書により手続きを行い、督促状

に指定する期限は、発行の日から10日以内としなけ

ればならない。」と規定されており、鳥取県債権管

理事務取扱規則第４条（期限後の督促）及び第５条

（督促状の発行期日及び指定期限）にも同様に定め

られており、未納となった時から10日以内に督促状

発行調書を作成しなければならない。（70ページ）   

ものである。 

監査指摘を受けて、未作成であった督促状発

行調書を作成し、未納者へ督促状を送付した。 

また、債権管理事務取扱規則の徹底と貸付金

の債権管理を所属内で情報共有し、上司も進捗

管理を徹底することとした。 

イ 修学資金の返済計画について【指摘事項】 

返済計画を提出せずに協議中の者について、修学

資金の返還は鳥取県保育士等修学資金貸付規則第

11条第２項に「修学生は、第９条第１項の規定によ

り修学資金の貸付けを打ち切られたときは、同条第

３項の規定による通知の日の属する月の翌月から

修学資金の修学資金の支給を受けた期間に相当す

る期間内に、月賦均等払の方法により、修学資金を

返還しなければならない」と規定されている。 

協議中の者は奨学金１であるため、入学支援資金

24万円と月額６万円を６カ月間受領している。規則

どおりであれば、返済期間６カ月の10万円月賦均等

払となるが何ら処理されていない。 

修学資金の貸付けを打ち切られてから10ケ月経

過しているため、早期の対応を求める。（70ページ） 

 

平成29年３月に分納納入申請書が提出された

が、本人に電話等するも連絡が取れなかったた

め、対応が遅れたものである。 

平成29年12月に債務者と連絡をとることが出

来たため、返済計画等も含めて協議したことで、

平成30年１月に全額納付された。 

ウ 修学資金の返還者との接触状況について

【指摘事項】 

「鳥取県保育士等修学資金貸付事業債権管理票」

により返還者との接触状況を確認したところ、未納

状態である２人と返済計画を協議中の１人との接

触を半年以上行わず放置されていた。 

修学資金の原資は税金であることを念頭に、計画

的に返還者と接触すべきである。（71ページ） 

 

 

返還者が電話に応じなかったこと及び所属の

進行管理が不十分だったことによるものであ

る。 

監査指摘を受けて、定期的に本人や連帯債務

者に電話、臨宅等によりで接触を図り、返済へ向

けた協議等を行うこととした。 

また、返還が必要となった時点で計画的に対

応方針、債権回収に向けたロードマップ等を作

成し所属内で情報共有することとした。 

17 財産の貸付及び使用許可について 

ア 土地の使用料を無償としていることについ

て【指摘事項】 

工作物売買契約書で各種埋設管類はアスファル

ト舗装の下にあり、雨水排水管等は条件として理解

できるが、アスファルト舗装の外側にあるＮ案内看

板及び照明灯の土地使用料を全額免除とすること

には疑問が生じるところである。 

行政財産の土地の一部を使用して電柱を設置し

ている業者からは土地使用料を徴収していること

から、この案内看板も行政財産の土地の一部を使用

して設置しているので、同様に土地使用料を徴収す

 

 

 

工作物売買契約の際に、既存施設の移転等の

経緯から、付帯条件のある契約を行ったことに

起因するものであるが、行政財産の使用許可更

新等の際に内容等を十分に再検証していなかっ

たものである。 

監査指摘を受け、平成30年４月の更新時に減

免をせず、土地使用料を徴収することを条件と

して使用許可した。 

なお、行政財産の使用許可について、金額の改
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監査結果 講じた措置 

べきと考える。 

（73ページ）  

定や許可期間更新等の際には、契約内容の確認

や価格の妥当性等を財産管理部局などの意見も

踏まえながら見直すことを所属内で徹底した。 イ 申請者と売買契約者甲との相違について

【指摘事項】 

また、当時の売買契約者と今現在の申請者は異な

るため、平成12年８月25日付の工作物売買契約書の

事項を現在の申請者に適用するのは、条項を拡大解

釈しているだけであり、元々は当初の所有者との確

認事項であるため、この工作物売買契約書の条項を

もって申請者である現在の所有者の使用料全額免

除を行うことは適正ではないと考える。                

申請者が替わった時点で、この申請自体の有効性

を考慮すべきだったと考えるが、県の旧観光課が計

画した砂丘博物館（仮称）に協力して移転し、また

砂丘博物館が建設されなかったためＮに多大なる

負担を強いた経緯も考慮すると、平成12年の工作物

売買契約書の条項を加えた理由も推察されるが、20

年近く前の売買契約書であり当事者も替わってい

るので、見直しを行う必要があると考える。（73ペ

ージ）  

 

 

第２ 女性活躍推進課 

監査結果 講じた措置 

２ 女性活躍トップランナー事業 

ア 女性活躍のための企業支援補助金対象の研

修の範囲について【意見】 

輝く女性活躍パワーアップ企業の登録推進にお

ける、女性活躍推進の取組みを行う企業に対する各

種支援の内容を検討したところ、女性活躍のための

企業支援補助金については、企業の自主宣言に係る

行動計画達成活用例として研修会参加費用（受講

料・旅費）等の補助金を支給している。 

交付対象者から提出された実績報告書によると、

所属するグループの30周年記念全国大会（平成28年

10月19日～20日於：札幌）への参加交通費及び宿泊

代として女性参加者３名分197,222円を当該補助金

対象経費として、補助率１/２による補助金98,611

円の交付を受けている。 

実績報告書に添付された当該大会のパンフレッ

トによれば文字通り、所属するグループ企業の誕生

30周年記念全国大会（主目的が全国のグループ会員

の合同交流会、災害事例勉強会、対応策意見交換会

等）への参加であり、事業実施計画書にはその目的

が、女性従業員スキルアップのための外部研修への

参加と位置付けられている。当該支援策での補助対

 

 

 

補助対象となる研修は「輝く女性活躍パワー

アップ企業」の自主宣言及び行動計画に定めら

れた女性の配置・育成・教育訓練等に適合するも

のであり、一律の判定基準を作成できないため

個別に審査及び判定することとしている。 

補助対象とした研修会は、交付決定時に開催

案内等により当該企業の自主宣言等に基づいた

女性の活躍に資するものであることを確認して

いるが、今後は実績報告時にも、研修会当日に配

付された研修資料等を必要に応じて提出させ、

より厳格に審査している。 
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監査結果 講じた措置 

象となる研修会の適否について、その目的や趣旨は

当然ながら主催者が作成した参加者名簿、旅行日程

表、懇親会や観光の有無及び旅行費用の具体的内訳

等、第三者作成による資料の確認を行い、総合的に

勘案する必要があると考えられる。補助対象となる

研修について、鳥取県女性活躍職場づくり助成金等

事業補助金交付要綱の第３条（補助事業の内容）で

は、女性の配置・育成・教育訓練に関する取組であ

る事業と規定されているのみであり、補助対象とな

る研修の基準があいまいである感は否めない。当該

補助金の対象となる研修等の範囲について具体的

な判定基準等を規定する等、厳格的な審査を検討さ

れたい。（78ページ） 

イ 環境整備助成金事業の範囲について【意見】 

当該助成金の交付対象者となった全８社のうち

７社がトイレ改修工事による設備費であるが、交付

対象者には建設会社や設備会社が含まれており、本

来であれば最も、補助金に頼らず自助努力により整

備可能な者と考える。補助金交付要綱によれば、女

性活躍推進のための職場環境整備（女性トイレ、更

衣室等）を行った輝く女性活躍パワーアップ企業に

支給とされており、登録企業のインセンティブ色が

強い補助事業と思われる。しかしながら、いずれも

50 万円の上限の支給となっており多額な助成金で

あることから、交付目的の達成度を補助条件に規定

するなど、当該女性活躍パワーアップ認定企業の自

主宣言による３年間の行動計画の推進を単なる努

力目標に終わらせることなく、達成企業を補助対象

にする等を含め、登録企業の更なる機運醸成に資す

る、より有効性のある制度とするため、フォローア

ップを図るべきと思われる。（78 ページ） 

 

交付目的（女性の就労環境の改善）に資する内

容であることは事業計画書で確認し、目的の達

成度については実績報告書で確認が可能である

ことから補助条件には規定しないが、輝く女性

活躍パワーアップ企業の行動計画が単なる努力

目標で終わらないよう、行動計画の登録から３

年を経過した時点で、取組状況や自主宣言の達

成状況について確認し、登録企業の更なる機運

醸成に資するフォローアップを行っている。 

３ 地域における女性活躍推進事業 

ア 事業の効率性について【意見】 

当該委託仕様書によれば、セミナーの開催規模に

ついて、定員 30 名以上とすることとされており、

事業の成否あるいは費用対効果の面で参加者が予

定定員を下回ったことは問題である。受託者である

Ｒ㈱の提出資料によると、開催広報チラシの郵送先

894 社・ＦＡＸによる送付 2,844 社及び電話や訪問

468 社として広報しているにもかかわらず、集客が

出来ていない。改めて効率性の観点から、原因を再

度検証し、県内企業のニーズの把握と今後の実施に

ついて検討されたい。（79 ページ） 

 

 

セミナーの日程を２日間の連続講座として実

施したため、参加者の負担が大きく申込数が伸

びなかったこと及び参加資格を従業員数100名

以下の企業の女性に限定したため、希望しても

参加できない女性がいたことによるものであ

る。 

参加者のニーズを受けて、平成29年度から２

日間の連続講座を１日で完結する講座に改めた

ことで定員40名を上回る申込があった。今後も、

セミナー開催日程、参加要件等を随時見直し、よ

り参加しやすい形で実施することとしている。 

４ イクボス推進事業 

ア 事業の有効性及び効率性について【指摘事
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項】 

当該委託仕様書によれば、セミナーの開催規模に

ついて、定員 30 名以上とすることとされており、

事業の成否あるいは費用対効果の面で参加者が予

定定員を大幅に下回ったことは問題である。受託者

である㈱Ｊの完了報告書によると、開催広報チラシ

の郵送先「男女共同参画推進認定企業」に 600 社・

従業員規模 10 人以上の県内企業の約 1,000 社、企

業訪問 200 社及び女性活躍推進課ホームページで

の案内等として広報しているにもかかわらず、集客

が出来ていない。また、完了報告書に添付されてい

る参加者名簿によれば、受託者の関係者や同一の者

が会場ごとに参加者としてカウントされている事

実が確認された。これは、参加者希望者が少なかっ

たことに加え、当日に参加予定者が急遽欠席となる

等、グループ討議等を実施するため、主催者スタッ

フが参加せざるを得なかったものと推量されるが、

本来の参加者には該当しないものと考える。 

改めて、有効性及び効率性の観点から原因を再度

検証し、県内企業のニーズの把握と今後の実施につ

いて検討されたい。（81ページ） 

 

広報にも力を入れて集客を図ったが、研修の

対象者である経営者を長時間拘束することとな

る日程が支障となり、参加者が定員に満たなか

ったものである。 

監査意見を受けて、平成30年度からイクボス・

ファミボス養成塾の開催方式を見直し、希望す

る業界団体や経済団体等と事前に調整すること

で、役員会など経営者が集まる機会に併せて講

師を派遣する出前講座方式で研修会を開催して

いる。 

５ 男女共同参画普及啓発事業 

ア 個人負担の会費について【意見】 

この団体から提出された補助金交付申請書では、

参加者から 3,000 円の会費負担を求めているが、収

入の部のその他収入として記載がないので、収入の

部への記載が必要だと考える。（82ページ） 

 

補助事業者が、団体を設立したばかりで事務

処理経験が少なく、補助金事務に関する理解も

不十分なまま事業実施したため、交付申請及び

実績報告に課題が発生したものであるが、県男

女共同参画センターの確認及び指導が不十分で

あった。 

監査意見を受けて、補助金管理データベース

を整備し、男女共同参画センターの審査体制を

強化することで、補助事業者に対して申請書等

の適切な記載を指導するとともに、実績報告時

に参加者数の記載や写真等参加者が把握できる

ものの提出を求めるなど、開催実績の確認を十

分行うこととした。 

 

イ 食事代について【意見】 

参加者の食事代 3,000 円が支払われているので

あれば、支出の部のその他経費に記載が必要だと考

える。（82ページ） 

ウ 講師食事代の取り扱いについて【意見】 

収支予算書では講師食事代があるが交付要綱で

は「食糧費（事業実施に必要不可欠なものは除く）」

となっている。 

今回の公開講座の企画の中に、「ミニ会席を食べ

ながら女子トーク」というスケジュールが盛り込ま

れており、必要不可欠な食糧費であると考えるが、

収支決算書では２名分は講師食事代として支払わ

れているが、１名分は講師謝金として支払われてい

る。講師謝金と講師食事代は、講師本人が受領した

謝金の中から食事代をもらうか、本人に交付せずに

直接食事代として支払うかの意味合いが異なって

くるため、適正に区分すべき事項であると考える。

（82ページ） 

エ 参加者の確認について【意見】 
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参加者数が 15 名となっているが、内訳で男性２

人・女性 13 人となっている。 

今回の募集チラシは「女性限定先着 50 名」と記

載されており、男性２人は不自然であり、講師３名

のうち２名が男性である。 

参加者の名前までは確認出来ていないが、女性限

定の公開講座に男性２人が含まれていることは不

自然であるため、参加者を確認することが必要だと

考える。 

なお、この公開講座の実施日が 12 月 18 日であ

り、10 月の鳥取県中部地震の後で企画されている

など準備に要する期間も短く、あわせて震災後の地

域活性化を目的とした講座であることを考慮し、意

見のみとした。 

（82ページ） 

 


